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 研究はまず 1661年の Riccioliから始まり 2003年の Birabenに至る一連の研究文献を収
集分析し、さらに直接の人口調査で得られた中国の歴史人口データなどをはじめとする膨
大な過去の人口データを西暦元年以降について取得することから始めた。 
 本研究者により集積された一連のデータの分析から注目したのは、(1)歴史人口データの
なかで都市人口が比較的精度高く得られること、(2)順位別の都市人口の大きさと総人口の
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間には一定の法則があること、(3)人口登録など直接人口がわかるデータを利用して、ある
地域の総人口と十大都市の人口総計の間の関係を調べると、近代化が始まる 1850～1900
年頃より以前と以後のそれぞれに、良い相関係数を持つ数理式が得られること、(4)この関
係式はヨーロッパやアジアといった地域毎に求めうること、の４点であった。 
 本研究者はこれらの分析結果を基に、過去全世界の各地域に存在した十大都市の人口デ
ータを収集し、地域毎に論理式を作成し、過去の地域別歴史人口を推計し、その集積によ
って歴史世界人口の推移を発表した。さらにその結果を分析し、世界人口は 1850～1900
年までの定常期に数度の人口減少があり得たこと、その減少は気候上あるいは政治上の条
件によること、近代化以後の都市人口の急成長は技術革新ことに交通手段の革新によるこ
と、2000 年以降に資源制約を含む地球環境の影響による人口停滞期を迎える可能性がある
ことなどの政策研究上の論点を指摘した。 
 本論文は過去の政策・社会経済・環境的条件により、人口の増減がどの地域でどのよう
に起こったかを分析する基礎を与え、政策研究に過去から未来に亘るグローバルな視点を
与える点でも価値がある。 
 なお本論文の内容の一部は比較文明学会などで報告され評価を受けており、成果は学術
書籍として刊行される予定である。 
